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平成２９年度補正予算 起業家教育事業 公募要領 
 

「平成２９年度補正予算 起業家教育事業」を実施するに当たり、その
事務処理等を行う機関（以下「管理事務局」という。）を、以下の要領で
募集する。 
 
 
Ⅰ．起業家教育事業について 
 
１．目的 
  我が国では、創業を希望する者の掘り起こしが課題となっており、創
業無関心者に対して起業家マインドを植え付けることで将来の創業者
の発掘に取り組むことが必要。本事業を通じて全国で創業機運の醸成を
図る。 

  経営資源（コスト・マンパワー・企画力等の理由）の不足により、若
年層向け起業家教育に取り組むことができなかった高等学校・自治体に
対して、若年層向け起業家教育を実施する機会を提供し、全国的な創業
機運の醸成を図る。 

 
２．事業概要 
① 全体像 

中小企業庁は公募により管理事務局を選定し、管理事務局が高等学
校・自治体に起業家教育プログラムを提供する。 
 

② 管理事務局について 
高等学校・自治体に起業家教育プログラムを開発・提供する（起業

家教育プログラムの開発・提供する内容の詳細は「Ⅱ．委託する業務
の内容」を参照）。 
起業家教育プログラムの実施にあたっては、アンケートや観察によ

り高校生の意識や行動の変化を把握し、報告書にまとめて報告する。 
 
③ 起業家教育プログラムを実施する高等学校・自治体について 

起業家教育プログラムを提供し、実施する高等学校・自治体の総数は
全国で10か所とする（最終的には中小企業庁と相談のうえ決定する）。 
実施する高等学校・自治体の内訳は以下を予定。 
○高等学校（高等専門学校含む）：７校 

  ○自治体（高校生のみを対象とする事業）又は複数高等学校の合同開
催の事業：３ヶ所（校） 

 
Ⅱ．委託する業務の内容 
  本事業を円滑に実施するため、次の業務について、本公募要領により



 
 

3 
 

委託先を公募する。 
    
１．委託業務の概要 
（１）高等学校・自治体に対する起業家教育プログラムの開発・提供 

基本設計として以下の要素が含まれるプログラムの開発・提供を行
う。 
〇先輩創業者とのコミュニケーションセッション（講演等） 
〇自己の経験や動機の掘り下げセッション 
〇地域課題の探求セッション（フィールドワーク等） 
〇ビジネスプラン作成のために必要な知識を学ぶセッション 
〇高校生のビジネスプラン作成の支援（個別指導等） 
〇具体化したビジネスプランのブラッシュアップや具現化の支援 
〇ビジネスプランの発表（プレゼンテーション、模擬出店等） 
上記は基本的なプログラム内容であり、実施する高等学校・自治体

と調整し、要望や地域性を考慮したうえで実施する。そのため、受託
事業者は実施する高等学校・自治体と起業家教育プログラムの実施前
に必要な打ち合わせを実施する。 
起業家教育プログラムの時間は、原則として合計 20 時間とする。

そのために要する開催回数については、高等学校・自治体等の団体の
要望を踏まえ決定する。また、各地域の創業者、企業、自治体等を巻
き込みながら実施する。 
本事業は、学びと社会の連携促進事業（「未来の教室」（学び場）創

出事業）及び学びと社会の連携促進事業（中小企業・小規模事業者人
材高度化育成支援事業）とも密接な連携を取りながら進めることとな
る。そのため、学びと社会の連携促進事業（「未来の教室」（学び場）
創出事業）及び学びと社会の連携促進事業（中小企業・小規模事業者
人材高度化育成支援事業）を受託した事業者との間で密にコミュニケ
ーションを取り、事業全体の方向性の共有や、シナジー効果を最大化
するための関係構築等に努めること。 
 

（２）事例集の作成と広報 
   受託事業者は、起業家教育プログラムを実施した高等学校・自治体

について実施概要・成果をまとめる。そのうえで事例集を作成し、HP
上などで公開する。実施した高等学校・自治体について翌年度以降の
実施状況も調査する。 

 
（３）事業成果の測定 
   本事業に必要な適切な執行体制を構築すること。起業家教育プログ

ラムの開発・提供及び高等学校・自治体における実施状況について進
捗管理を適切に行うとともに、起業家教育プログラムの提供先から実
施の証拠資料を徴し、その検査を行う等、事業目的を達成することが
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できるように厳密な管理を行う。 
起業家教育プログラムを受講した高校生や高等学校の教員などに

対しアンケート調査を実施、プログラム実施前後の高校生の起業家マ
インドの変化について把握を行う。集計した内容は報告書にまとめ、
中小企業庁へ報告する。その際、個人情報等について適切な保護措置
を講ずるものとする。 

 
（４）その他 
   事業の進捗状況については、月に１回以上、中小企業庁へ報告を行

うこと。 
 
再委託費の確定検査 

   再委託事業に要する経費処理については、証拠資料について、検査
等を通じて厳密な管理を行うこと（経済産業省の経費処理マニュアル
に準じて実施すること）。 

 
Ⅲ．応募資格及び要件 
  事業申請書を提出できるのは、次の要件を満たす法人とする。 
（１）常設的な事務所を設けるなど、中小企業庁及び実施する高等学校・

自治体と密接な連携がとれる体制を確保できること。 
（２）その他 
   ①本事業に関する委託契約を中小企業庁との間で直接締結できる

機関であること。 
② 中小企業庁が提示した委託契約書に合意すること。 
③ 中小企業庁の指示に速やかに従うことができること。 
④ 起業家教育に関連した人材育成事業の実績を有すること。 
⑤ 公募説明会及び中小企業庁に設置される審査委員会でのプレゼ

ンテーション審査に参加することが可能であること。 
＜公募説明会＞ 

開催日時：平成３０年３月２９日（木）１５：００～１６：００ 
    ※詳細は公募説明会参加申込書をご覧ください。 

⑥公序良俗に反する活動を行う等、委託先として不適切な者でない
こと。 

 
Ⅳ．委託先の選定 
１．選定プロセス等 
  中小企業庁において、本公募に係る管理事務局の審査を行う審査委員
会を開催し、以下の選定基準に基づき、委託先を決定する。 

 
２．選定方法 

委託先は、上記Ⅲの要件を満たす機関から提出された事業申請書、添
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付資料及びプレゼンテーションについて、選定基準に基づき審査を行う
とともに、相対的に評価した上で決定する。 

  なお、応募締め切り後に、必要に応じて提案に関するヒアリングを実
施することがある。また、この際、追加資料の提出を求める場合がある。 

＜プレゼンテーション審査＞（予定） 
  開催日時：平成３０年４月１７日（火） 
  ※詳細については、応募申請者に対し事前に連絡します。 
 
 
３．選定基準 
  委託先の選定は、以下の選定基準に基づいて行う。 
（１）委託業務に関する申請書及び提出書類の内容が施策の意図と合致し

ていること。 
（２）委託業務に関する申請書及び提出書類にある事業の実施方法、内容

等が優れており、適切かつ効率的な事業実施が行われるものであるこ
と。 

（３）委託事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤、組織、人員、資
金及び設備等を有すること。 

 
【提出書類に記載する事項】 
・起業家教育プログラムの内容（基本設計） 
・起業家教育プログラムを提供・実施する高等学校・自治体（案） 
・起業家提供プログラムに関わる講師や地域の起業家、専門家（案） 
・起業家教育プログラムに関わる講師や地域の起業家、専門家などの謝
金及び旅費に係る請求から確認、支払までの具体的手法 

・広報管理業務に関する具体的な方法 
・起業家教育プログラムを受講した高校生や高等学校の教員に対するア
ンケート調査の項目・集計方法及び当該報告書等の中小企業庁への提
供方法 

・本事業の実施に当たって入手される個人情報や企業情報等の秘匿すべ
き情報の管理方法 

・本委託業務に類似した業務に係る過去の実績（起業家教育事業の実績、
事務局業務の実績、創業支援事業の実績など） 

 
４．採択予定数 
  １機関とする。 
 
Ⅴ．契約 
１．委託契約の締結 

採択された機関と中小企業庁との間で委託契約を締結することとする
（採択決定後、契約条件の協議が整い次第、速やかに委託契約を締結す
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る予定。）。ただし、申請内容に虚偽記載等の不正が明らかになった場合
は、採択の取り消し、又は契約解除等を行う場合がある。 
なお、本委託業務の一部を第三者に再委託する場合は、中小企業庁の

承認を必要とし、本委託業務の全部を第三者に再委託することは認めな
い。 

 
２．委託事業の契約期間 
  委託契約期間は単年度とし、具体的な契約期間は原則として契約書に

定める事業開始日から、平成３１年３月３１日とする。 
 
３．委託事業規模 
  事業規模は４９，９５５千円（一般管理費、消費税及び地方消費税を

含む）を上限とする。 
  なお、採択機関決定後の契約金額は、各支出項目等について検証・審
査を行った上で決定するため、必ずしも事業申請書の金額と一致するも
のではない。また、契約条件が合致しない場合には、委託契約の締結が
できないことがある。 

 
４．委託費の支払い 

委託業務完了の日の翌日から３０日以内又は平成３１年４月１０日
までのいずれか早い日までに委託業務についての実績報告書を提出する
こと。中小企業庁はこれを受けて検査を行い、内容に問題がなければ費
用（原則として、委託契約期間内に支払が完了しているものを対象とす
る。）の支払いを行う。支払いは原則として精算払いとする。ただし、受
託者の財務状況により、関係機関との協議が整い次第概算払いが行える
場合がある。 
なお、予算執行上、全ての支払いには領収書等の証明書が必要であり、

支出額、支出内容が適切かどうか審査し、これを満たさない場合は、当
該委託費の支払いを行わない。厳格な経理処理が必要となることを前提
として、申請すること。 

 
５．委託費の内容 
  委託業務の遂行に必要と認められる経費は別紙１のとおり。 
 
Ⅵ．応募要領 
 
１．公募期間等スケジュール 

① 公募開始      平成３０年３月２２日（木） 
② 公募説明会     平成３０年３月２９日（木）１５：００～ 
③ 公募締切      平成３０年４月１６日（月）（１２時必着） 
④ 審査会       平成３０年４月１７日（火）     
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⑤ 審査結果の連絡   平成３０年４月２０日（金）以降 
⑥ 契約、事業開始予定 平成３０年４月２７日（金）以降 

 
２．応募予定 

次の提出書類を一つの封筒に入れ、提出期限までに中小企業庁（Ⅶ．
問い合わせ先参照）へ郵送又は持参すること。また、宛先面に「平成２
９年度起業家教育事業に係る事業申請書在中」と朱書きで記入すること。
提出書類は、日本語で作成の上、Ａ４片面印刷で、複数枚にわたる様式
ではページを打ち、左上をホッチキス等で１カ所止めること。提出され
た書類に不備がある場合は、受理しない。 
（提出書類と提出部数） 
① 事業申請書（別紙、様式１～３）・・・・正本１部＋写し２部 
② 定款（寄附行為）・・・・１部 
③ 過去２年間の貸借対照表、損益計算書（収支決算書）・・各１部 
④ パンフレットその他機関の概要が分かる資料・・１部 
※必要に応じて企画提案の内容が分かる書類（様式不問）を添付する
こと。 

３．審査結果の通知 
  採択、不採択の結果については、書面で通知するものとし、採択、不
採択についての問い合わせには対応しない。 

 
Ⅶ．問い合わせ先 
  経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 金子、荒木 
  住所：〒１００－８９０１ 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号 
  電話：０３－３５０１－１７６７ 
  E-mail： chuki-sougyo@meti.go.jp 
   
Ⅷ．その他 
（１）提出された事業申請書及び添付書類は返却しない。ただし、機密保

持には十分配慮するものとする。 
なお、採択された場合には「行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）に基づき、不開示情報
（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報開示
の対象となる。 

（２）事業申請書等の作成費は経費に含まれない。また、採択の正否を問
わず、事業申請書の作成費用は支給しない。 
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（別紙１） 

 

起業家教育事業の実施に関する経費支出基準 

 

起業家教育事業を実施するために必要な経費。 

 

１．事務局経費 

  （１）本事業を実施するのに必要な事務局経費。具体的には以下のと

おり。 

   ① 職員人件費 

   ② 職員旅費 

   ③ 講師等謝金 

   ④ 講師等旅費 

⑤ 雑役務費 

   ⑥ 資料作成費 

⑦ 広報費 

⑧ 外注費 

⑨ 委託費 

⑩ その他諸経費 

 

（２）一般管理費(上記経費の１０％以内) 

 

２．消費税及び地方消費税 

    上記経費の８％ 

 

 


